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用語の定義 

 

本手引きにおける用語の意義は、次のとおりとします。 

○ 労働者 

・公契約に係る業務等に従事する労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第９条に規定

する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所等に使用される者及び家事使

用人を除く。）（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規定す

る指定管理者（以下「指定管理者」という。）と本市が締結する公の施設の管理に関す

る協定（以下「指定管理協定」という。）に係る業務等に従事する者にあっては、指定

管理者が直接雇用し、かつ、当該指定管理協定に係る公の施設に常駐するものに限る。） 

・自らが提供する労務の対価を得るために請負又は業務委託の契約により公契約に係

る業務に従事する者のうち、次のいずれにも該当するもの（市長が適当と認める者に限

る。） 

ア 当該公契約に係る業務に使用する資材の調達を自ら行わない者 

イ 当該公契約に係る業務に使用する建設機械その他の機械を自ら持ち込まない者 

○ 受注者等 

  受注者及び受注関係者をいう。 

○ 受注者 

  本市と公契約を締結する者をいう。 

○ 受注関係者 

ア 下請契約、再委託契約等（以下「下請契約等」という。）により、公契約に係る業務

等の一部に携わる事業者をいう。 

イ 公契約に係る業務等に労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等

に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２条第１号に規定する労働者派遣を行う

者をいう。 

・市長等 

  公契約を締結する津市長、津市上下水道事業管理者をいう。 

 

 

 



 

 

公契約とは、国や地方自治体等の公的機関が民間事業者等に発注する公共事業に係る

契約のことをいい、公契約において、厳しい価格競争を原因とした低価格入札等が引き起

こす、業務に従事する労働者へのしわ寄せを防止し、労働者の適正な賃金水準やその他の

労働条件等を確保することを主な目的としたものが公契約条例です。 

本市においては、本市が発注する工事、製造その他の請負及び業務委託の契約並びに指

定管理協定（以下「公契約」という。）における事業者間の競争の激化、落札価格の下落

等による労働者の賃金その他の労働環境の悪化が懸念されることに鑑み、公契約に係る

基本方針並びに本市及び受注者等の責務を定め、並びにこれらに基づく施策を実施する

ことにより、労働者の労働環境の確保、優良な事業者の育成及び地域経済の健全な発展を

図り、もって労働者が労働意欲にあふれ、かつ、住民が豊かで安心して暮らすことのでき

る地域社会を実現することを目的として、津市公契約条例（平成２９年１２月２１日条例

第２２号。以下「条例」という。）を制定し、平成３０年４月１日に施行しました。 

詳しくは、条例及び津市公契約条例施行規則（以下「規則」という。）を御確認くださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 津市公契約条例の目的 



 

 
 

⑴ 条例の対象となる公契約の範囲 

本市が発注する工事、製造その他の請負及び業務委託の契約並びに指定管理協定 

 

⑵ 特定公契約の範囲 

条例の対象となる公契約のうち、建設工事及び清掃、警備等人的経費の割合が高い業

務委託を「特定公契約」として規則で定めています。 

なお、規則で定める特定公契約については次のとおりです。 

ア 工事又は施設修繕の請負契約 

イ 次に掲げる業務の委託契約 

(ア) 清掃業務 

(イ) 人的警備業務 

(ウ) 施設の管理業務 

(エ) 設備の運転管理業務又は保守業務 

(オ) 測量、調査、設計等業務 

(カ) 運送及び運搬業務 

(キ) 人材派遣業務 

(ク) その他市長が指定する業務 

  ウ 指定管理協定 

 

⑶ 条例の対象となる受注者等の範囲 

本市と公契約を締結する受注者及び受注関係者 

 

⑷ 条例の対象となる労働者の範囲 

公契約に係る業務等に従事する労働者 

例）正社員、パートタイマー、アルバイト、日雇い労働者、派遣労働者 

 

 

 

 

 

  

２ 条例の対象となる公契約、受注者等及び労働者の範囲 



 

 

公契約条例の対象となる工事、製造その他の請負又は業務委託並びに指定管理協定を

発注する際は、入札等に係る公告又は指名通知等において、「当該契約が条例の対象であ

ること」「受注者等となった場合の責務」などについて特記仕様書等に明記して発注しま

す。 

このため、公契約条例の対象となる発注に関し、入札等に参加する事業者にあっては、

特記仕様書等に明記された内容を了解した上で入札等に参加してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公契約条例の対象となる工事又は 

業務委託並びに指定管理協定の発注に際し添付する書類 

・津市公契約条例に関する特記仕様書（様式１） 

※特定公契約の場合は、（様式２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

３ 公契約等に係る入札等の参加について 

 



 

 

条例に規定する受注者等の責務等については次のとおりです。 

なお、受注者等にあっては、これらについて遵守し、工事、製造その他の請負又は業

務並びに指定管理業務を履行しなければなりません。 

 

⑴ 受注者等の責務 

ア 受注者等は、規則で定める関係法令及び条例の規定を遵守しなければならない。 

※ 規則で定める関係法令 

・ 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 

・ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号） 

・ 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号） 

・ 下請代金支払遅延等防止法（昭和３１年法律第１２０号） 

・ 最低賃金法（昭和３４年法律第１３７号） 

・ 中小企業退職金共済法（昭和３４年法律第１６０号） 

・ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号） 

・ 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４

７年法律第１１３号） 

・ 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号） 

・ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭

和６０年法律第８８号） 

・ 労働契約法（平成１９年法律第１２８号） 

・ 建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関する法律（平成２８年法律第

１１１号） 

・ 上記に掲げる法律に基づく命令 

イ 受注者等は、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。 

ウ 受注者等は、労働者と対等な労使関係を構築するとともに、下請契約等を締結しよ

うとするときは、下請契約等の相手方と対等な立場における合意に基づいた適正な

契約を行わなければならない。 

エ 受注者等は、下請契約等の相手方を選定するとき、又は資材等を調達するときは、

地域経済の発展に配慮し、本市の区域内に主たる事務所を有する事業者又は本市の

区域内で生産された資材等を活用するよう努めなければならない。 

オ 受注者等は、公契約に携わる者として、社会的な責任を自覚し、公契約を適正に履

行しなければならない。 

カ 受注者等は、条例第７条第１項の規定に基づき市長等が行う報告の求め及び立入

検査その他本市が実施する公契約に関する施策に協力しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 受注者等のみなさまへ 

 

※条例第７条第１項 抜粋 

 （報告及び立入検査） 

第７条 市長等は、この条例の規定又は誓約事項の遵守状況を確認するため

に必要があると認めるときは、受注者等に必要な報告を求め、又はその職

員に当該受注者等の事務所、事業所等に立ち入り、関係書類その他の物件

を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。 



 

⑵ 報告及び立入検査への協力 

受注者等の条例の規定（特定公契約にあっては誓約事項も含む。）（以下「条例等」

という。）の遵守状況を確認するため、受注者等に対し、必要な報告、事務所・事業

所等への立ち入り、関係書類その他の物件の検査、若しくは関係者への質問を求める

場合がありますので、受注者等は必ず協力しなければなりません。 

 

報告及び立入検査を要求 

 ※労働環境等報告要求書（第１号様式）等で依頼 

 

 

 

 
 

 

 

 

報告及び立入検査に協力 ※必須 

 ※労働環境等報告書（第２号様式）等で回答 

 

⑶ 是正措置 

受注者等が条例等に違反していると認められる場合は、是正措置命令通知書（第４号

様式）により当該違反を是正するために必要な措置を速やかに講ずるよう命じます。 

受注者等にあっては、是正措置を速やかに講ずるとともに、講じた措置内容を是正措

置報告書（第５号様式）により必ず報告しなければなりません。 

 

是正措置を命令 

 

 

 

 

 

 

 

 

是正措置を講じ、措置内容を報告 

 

⑷ 特定公契約にあっては、⑴～⑶に加え、次のことについても遵守又は履行しなけれ

ばなりません。 

ア 誓約 

受注者等は、特定公契約を自らが締結し、又は携わるときは、特記仕様書（様式１

又は様式２）中の労働環境の確保に係る誓約事項を了解した上で当該契約を締結し

なければなりません。 

イ 労働者への周知 

受注者等は、特定公契約に係る労働者に対し、次のことについて業務等が実施され

る現場の見やすい場所に掲示し、又は書面を交付する方法により周知しなければな



 

りません。 

(ア) 当該特定公契約の名称 

(イ) 受注者等の責務及び誓約事項 

(ウ) 労働者が市の相談窓口へ申出をすることができること及びその申出先 

なお、書面については、契約締結の際に見本をお渡ししますので、その見本を参考

に受注者等において作成してください。 

ウ 不利益取扱いの禁止 

条例の規定により、特定公契約に係る労働者は、受注者等が条例等に違反している

疑いがあると思料するときは市の相談窓口にその旨を申し出ること（以下「違反申出」

という。）ができます。また、受注者等にあっては、労働者が違反申出を行った場合

に、そのことを理由に、当該労働者に対して、不利益な取扱いをしてはなりません。 

 

 

特定公契約に当たる工事、製造その他の請負又は業務委託並びに指定管理協定に携わ

る労働者は、条例の規定により、市の相談窓口に受注者等に係る違反申出をすることが

できます。また、実際に違反申出を行った場合に、そのことを理由に、受注者等から当

該労働者が不利益な取扱いをされることはありません。 

なお、違反申出する場合については、次のとおりです。 

⑴ 違反申出については、本市指定の申出書（労働環境等申出書（第６号様式））に事

実を証する書類を添付し行ってください。 

なお、当該申出書は、⑶の相談窓口のほか、契約担当課及び津市ホームページ

（https://www.info.city.tsu.mie.jp/）より入手することができます。 

 

⑵ 違反申出の方法については、⑶の相談窓口に持参又は郵送してください。 

 

⑶ 違反申出に係る相談窓口  

ア 発注者が津市長の場合 

津市総務部調達契約課物品調達契約担当又は工事契約担当 

・所在地：〒514-8611 三重県津市西丸之内 23番 1 号（津市役所本庁舎 7 階） 

・電 話：059-229-3121（物品調達契約担当） 

059-229-3122（工事契約担当） 

イ 発注者が津市上下水道事業管理者の場合 

津市上下水道管理局上下水道管理課契約財産担当 

・所在地：〒514-0073 三重県津市殿村 5番地 

・電 話：059-237-5803 

 

※ 違反申出に係る対応結果の報告 

労働環境等申出書（第６号様式）の該当欄をチェックし、違反申出に係る対応結果

の報告を希望された場合は、当該申出への対応が済み次第、書面（労働環境等の申出

に対する報告書（第７号様式））にて回答します。 

 

 

  

５ 特定公契約に係る労働者のみなさまへ 



 

 

「４ 受注者等のみなさまへ」にもあるように、受注者等は、条例等を遵守しなければ

なりません。そのため、本市としては、受注者等の条例等の遵守状況の確認を次のとおり

実施する場合がありますので、その際には受注者等は必ず協力しなければなりません。 

なお、遵守状況を確認した結果、受注者等が条例等に違反していると認められる場合の

措置については次のとおりです。 

 

⑴ 条例等の遵守確認 

条例等の遵守状況を確認するために必要があると認めるときは、報告及び立入検査

として、受注者等に必要な報告を求め、又は当該受注者等の事務所、事業所等に立ち入

り、関係書類その他の物件を検査及び関係者への質問を行います。 

 

⑵ 条例等に違反している場合の措置 

 ア 是正措置命令 

⑴の報告及び立入検査の結果、受注者等が条例等に違反していると認められると

きは、当該違反を是正するために必要な措置を速やかに講ずることを是正措置命令

書（第４号様式）により命じます。 

なお、 受注者等は、本市から違反を是正するために必要な措置を講ずることを命

じられたときは、速やかに是正措置を講じ、当該措置の内容を是正措置報告書（第５

号様式）により報告してください。 

イ 関係機関への通報 

特定公契約に係る労働者からの違反申出の内容が、規則で定める関係法令に関す

る違反情報であるときは、必要に応じて関係機関へ通報します。 

なお、規則で定める関係法令については、「４ 受注者等のみなさまへ ⑴ 受注

者等の責務 ア」を確認してください。 

６ 条例等遵守の確認について 



 

 
受注者等が次のいずれかに該当するときは、当該公契約の解除、受注者等の指名停止等

必要な措置を採ります。 

 

⑴ 受注者等が、「６ 条例等遵守の確認について ⑴ 条例等の遵守確認」にある報告

等について、その報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は立入検査を拒み、妨げ、

若しくは忌避し、若しくは質問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答をしたとき。 

 

⑵ 本市からの是正措置命令に従わないとき。 

 

⑶ 受注者等が、「６ 条例等遵守の確認について ⑵ 条例等に違反している場合の措

置 ア 是正措置命令」にある報告について、その報告を怠り、又は虚偽の報告をした

とき。 

 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、条例の規定に違反したとき。 

 

⑸ 誓約事項に違反したとき。（特定公契約に限る。） 

 

 

 

労働報酬下限額とは、本市の公契約に従事する労働者の適正な労働条件を確保するた

め、労働者に一定の賃金額を保証するものであり、受注者等から労働者に対して支払われ

る１時間当たりの労働報酬の下限額を本市が設定するものです。 

労働報酬下限額は、条例の規定に基づき、本市職員高卒初任給月額並びに社会情勢その

他の事情を勘案し、労使双方の代表者や中立的な立場の有識者から成る公契約審議会の

意見を聴いたうえで設定することとしており、令和７年度の労働報酬下限額は、１，１３

７円とします。 

労働報酬下限額を適用する契約としては、予定価格が１億５，０００万円以上又は、総

合評価落札方式による入札において低入札価格調査を経て契約する工事及び修繕、予定

価格が１，０００万円以上であって、地方自治法施行令第１６７条の２第１項各号（第８

号除く）の規定による随意契約でない業務委託及び指定管理料が１，０００万円以上で

あって、公募により指定管理者の指定を行った指定管理とします。 

※ 公契約審議会とは。 

公契約の適切な運用を図るため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８

条の４第３項の規定に基づき、労働団体関係者、事業者団体関係者及び有識者等で構

成する審議会をいう。 

当該審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議を行うほか、

当該事項について市長に意見を述べることができる。 

・この条例の施行状況に関する事項 

・この条例の目的を達成するための施策に関する事項 

・その他市長が必要と認める事項 

７ 公契約の解除等について 

８ 労働報酬下限額について 



 

 

条例に係る概要図 
 

【公契約締結の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【特定公契約締結の場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事又は業務の履行

 受注者等の責務など
 条例の規定を遵守

完了検査
工事又は業務の完了報告

津市 受注者等 労働者

 受注者等は、条例に規定された「受注者等の責務」を了解した上
 で契約を締結

 受注者等が条例の規
 定に違反している疑
 いがあると思料する
 とき

 労働基準監督署など
 の公的機関に相談

検査合格後、契約金
の支払い

完了検査
工事又は業務の完了報告

 検査合格後、契約金
 の支払い

 受注者等の責務など
 条例の規定、誓約事
 項を遵守

 受注者等が条例の規
 定、誓約事項に違反
 している疑いがある
 と思料するとき

・市の相談窓口へ申出
・労働基準監督署など
　の公的機関に相談

労働者

 受注者等は、公契約条例に規定された「受注者等の責務」を了解
 した上で、労働者の適正な労働環境を確保するための規則で定め
 る事項について誓約し、契約を締結する。

津市 受注者等

労働者からの相談
窓口を設置

（調達契約課又は上下水道管理課）

工事又は業務の履行

 周知された内容（受
 注者の責務、誓約事
 項）を把握

　 受注者等の責務、
　 誓約事項を周知



 

【労働報酬下限額を適用する契約締結の場合】 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（調達契約課又は上下水道管理課）

工事又は業務の完了報告

労働報酬下限額以

上の労働報酬を支

払う

完了検査

検査合格後、

契約金の支払

労働者からの

相談窓口を設置

提出された労働状況台

帳等の内容確認

労働状況台帳

等の提出

労働報酬下限

額以上の報酬

が支払われて

いないときの

調査指導

津市 受注者等 労働者

受注者の責務、誓

約事項、労働報酬

下限額を周知

・市の相談窓口へ申出

・労働基準監督署など

　の公的機関に相談

工事又は業務の履行

受注者等の責務など条

例の規定、誓約事項を

遵守

・受注者等が条例の規

　定、誓約事項に違反

　している疑いがある

　と思科するとき

・労働報酬下限額以上

　の報酬が支払われな

　いとき

受注者等は、公契約条例に規定された「受注者等の責務」及び労働報

酬下限額を了解した上で、労働者の適正な労働環境を確保するための

規則で定める事項について誓約し、契約を締結する。

周知された内容（受注

者の責務、誓約事項、

労働報酬下限額）を把

握



【様式１】

特記事項 条件等及び内容
暴力団等の不当介
入の排除等

　本市が締結する契約等からの暴力団、暴力団関係者、暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と
いう。）の不当介入を排除し、契約等の適正な履行を確保することに関し、必要な事項を定める。
　なお、下記の内容における用語は、津市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成
２７年津市訓第７６号）において使用する用語の例による。
１　受注者等の義務
　⑴　本市の契約等の相手方及び下請負人等（以下「受注者等」という。）は、暴力団等と認められ
　　る下請負人等を使用してはならない。
　⑵　受注者等は、暴力団等と認められる資材販売業者から資材等を購入してはならない。
　⑶　受注者等は、暴力団等と認められる廃棄物処理業者が有する廃棄物処理施設及び廃棄物
　　処理業者等を使用してはならない。
　⑷　受注者は、本市と締結した契約等の履行に当たり、受注者等が暴力団等による不当介入を
　　受けたときは、断固としてこれを拒否し、直ちに本市に文書にて報告するとともに所轄の警察署
　　に通報し捜査上必要な協力をするものとする。この場合において、捜査上必要な協力を行った
　　とき、受注者は速やかに本市に文書にてその内容を報告しなければならない。
　　　なお、受注者等が不当介入を受けたことを理由に契約期間の延長等の措置が必要となったと
　　き、受注者は本市に契約期間の延長等を求めることができる。
２　入札参加資格者等及び受注者等に対する措置
　　入札参加資格者等又はその役員等が暴力団等と認められるとき、暴力団等と密接な関係を有
　していると認められるときなどは、当該入札参加資格者等に対し、津市建設工事等指名停止基
　準（平成２１年４月８日施行）に基づく指名停止措置を講じるものとする。
　　また、上記１の義務に違反した受注者等に対しても、同様に指名停止措置を講じるものとする。
３　契約等の解除
　　上記の暴力団等と認められるときなどにより指名停止措置が講じられた入札参加資格者等との
　契約等については、これを解除することができる。

配慮依頼事項 　本契約を履行するにあたって、下記のことについて御配慮願います。
　なお、本事項は、受注者の自由な協力をお願いするものであり、受注者が下記の内容に応じな
かった場合に、受注者に対して、不利益を課すものではありません。
１　下請契約又は再委託（一次下請以降のすべての下請負人又は再委託者を含む。）が認められ
　た契約にあっては、下請契約又は再委託等において市内本店事業者を活用すること。
２　資材、原材料等の調達が必要となる場合は、市内本店事業者から調達すること及び地元製
　品、地元生産品を使用すること。
３　建設機械、機器等の借入れが必要となる場合は、市内本店事業者から借入れすること。
４　業務従事者等の使用人等が必要となる場合は、使用人等に市民を活用すること。

津市公契約条例 　本市が締結する公契約において、労働者の労働環境の確保、優良な事業者の育成及び地域経
済の健全な発展を図ることに関し、必要な事項を定める。
　なお、下記の内容における用語は、津市公契約条例（津市条例第２２号）（以下「条例」という。）
において使用する用語の例による。
１　受注者等の責務
　⑴　関係法令及び条例の規定を遵守しなければならない。
　⑵　受注者等は、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。
　⑶　受注者等は、労働者と対等な労使関係を構築するとともに、下請契約等を締結しようとすると
　　きは、下請契約等の相手方と対等な立場における合意に基づいた適正な契約を行わなければ
　　ならない。
　⑷　受注者等は、下請契約等の相手方を選定するとき、又は資材等を調達するときは、地域経
　　済の発展に配慮し、本市の区域内に主たる事務所を有する事業者又は本市の区域内で生産
　　された資材等を活用するよう努めなければならない。
　⑸　受注者等は、公契約に携わる者として、社会的な責任を自覚し、公契約を適正に履行しなけ
　　ればならない。
　⑹　受注者等は、条例第７条第１項の規定に基づき市長又は上下水道事業管理者（以下「市長
　　等」という。）が行う報告の求め及び立入検査その他本市が実施する公契約に関する施策に協
　　力しなければならない。
２　公契約の解除等
　　市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該公契約の解除、受注者等
　の指名停止等必要な措置を採ることができる。
　⑴　条例第７条第１項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による
　　立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答
　　をしたとき。
　⑵　条例第８条第１項の規定による命令に従わないとき。
　⑶　条例第８条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。
　⑷　⑴から⑶に掲げるもののほか、条例の規定に違反したとき。
　⑸　特定公契約にあっては、「労働環境の確保に係る誓約事項」に違反したとき。

特記仕様書



【様式２】

特記事項 条件等及び内容
暴力団等の不当介
入の排除等

　本市が締結する契約等からの暴力団、暴力団関係者、暴力団関係法人等（以下「暴力団等」と
いう。）の不当介入を排除し、契約等の適正な履行を確保することに関し、必要な事項を定める。
　なお、下記の内容における用語は、津市の締結する契約等からの暴力団等排除措置要綱（平成
２７年津市訓第７６号）において使用する用語の例による。
１　受注者等の義務
　⑴　本市の契約等の相手方及び下請負人等（以下「受注者等」という。）は、暴力団等と認められ
　　る下請負人等を使用してはならない。
　⑵　受注者等は、暴力団等と認められる資材販売業者から資材等を購入してはならない。
　⑶　受注者等は、暴力団等と認められる廃棄物処理業者が有する廃棄物処理施設及び廃棄物
　　処理業者等を使用してはならない。
　⑷　受注者は、本市と締結した契約等の履行に当たり、受注者等が暴力団等による不当介入を
　　受けたときは、断固としてこれを拒否し、直ちに本市に文書にて報告するとともに所轄の警察署
　　に通報し捜査上必要な協力をするものとする。この場合において、捜査上必要な協力を行った
　　とき、受注者は速やかに本市に文書にてその内容を報告しなければならない。
　　　なお、受注者等が不当介入を受けたことを理由に契約期間の延長等の措置が必要となったと
　　き、受注者は本市に契約期間の延長等を求めることができる。
２　入札参加資格者等及び受注者等に対する措置
　　入札参加資格者等又はその役員等が暴力団等と認められるとき、暴力団等と密接な関係を有
　していると認められるときなどは、当該入札参加資格者等に対し、津市建設工事等指名停止基
　準（平成２１年４月８日施行）に基づく指名停止措置を講じるものとする。
　　また、上記１の義務に違反した受注者等に対しても、同様に指名停止措置を講じるものとする。
３　契約等の解除
　　上記の暴力団等と認められるときなどにより指名停止措置が講じられた入札参加資格者等との
　契約等については、これを解除することができる。

配慮依頼事項 　本契約を履行するにあたって、下記のことについて御配慮願います。
　なお、本事項は、受注者の自由な協力をお願いするものであり、受注者が下記の内容に応じな
かった場合に、受注者に対して、不利益を課すものではありません。
１　下請契約又は再委託（一次下請以降のすべての下請負人又は再委託者を含む。）が認められ
　た契約にあっては、下請契約又は再委託等において市内本店事業者を活用すること。
２　資材、原材料等の調達が必要となる場合は、市内本店事業者から調達すること及び地元製
　品、地元生産品を使用すること。
３　建設機械、機器等の借入れが必要となる場合は、市内本店事業者から借入れすること。
４　業務従事者等の使用人等が必要となる場合は、使用人等に市民を活用すること。

津市公契約条例 　本市が締結する公契約において、労働者の労働環境の確保、優良な事業者の育成及び地域経
済の健全な発展を図ることに関し、必要な事項を定める。
　なお、下記の内容における用語は、津市公契約条例（津市条例第２２号）（以下「条例」という。）
において使用する用語の例による。
１　受注者等の責務
　⑴　関係法令及び条例の規定を遵守しなければならない。
　⑵　受注者等は、労働者の適正な労働環境の確保に努めなければならない。
　⑶　受注者等は、労働者と対等な労使関係を構築するとともに、下請契約等を締結しようとすると
　　きは、下請契約等の相手方と対等な立場における合意に基づいた適正な契約を行わなければ
　　ならない。
　⑷　受注者等は、下請契約等の相手方を選定するとき、又は資材等を調達するときは、地域経
　　済の発展に配慮し、本市の区域内に主たる事務所を有する事業者又は本市の区域内で生産
　　された資材等を活用するよう努めなければならない。
　⑸　受注者等は、公契約に携わる者として、社会的な責任を自覚し、公契約を適正に履行しなけ
　　ればならない。
　⑹　受注者等は、条例第７条第１項の規定に基づき市長又は上下水道事業管理者（以下「市長
　　等」という。）が行う報告の求め及び立入検査その他本市が実施する公契約に関する施策に協
　　力しなければならない。
２　公契約の解除等
　　市長等は、受注者等が次の各号のいずれかに該当するときは、当該公契約の解除、受注者等
　の指名停止等必要な措置を採ることができる。
　⑴　条例第７条第１項の規定による報告を怠り、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定による
　　立入検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問に対して応答せず、若しくは虚偽の回答
　　をしたとき。
　⑵　条例第８条第１項の規定による命令に従わないとき。
　⑶　条例第８条第２項の規定による報告を怠り、又は虚偽の報告をしたとき。
　⑷　⑴から⑶に掲げるもののほか、条例の規定に違反したとき。
　⑸　特定公契約にあっては、「労働環境の確保に係る誓約事項」に違反したとき。

特記仕様書



【様式２】

特記事項 条件等及び内容

特記仕様書

労働環境の確保に
係る誓約事項

　津市公契約条例（以下「条例」という。）第６条の規定により、下記の内容について了承し、遵守
することを誓約します。
　また、誓約内容に違反があった場合等における関係機関への通報、指名停止、契約解除及び
違約金徴収について異議はありません。
１　津市公契約条例施行規則第８条に掲げる関係法令（次項において単に「関係法令」という。）
　を遵守すること。
２　関係法令に違反し、関係機関から是正勧告等があった場合は、津市長又は津市上下水道事
　業管理者（以下「市長等」という。）へ報告すること。
３　条例第７条第１項の規定による報告の求め及び立入検査に対し、誠実に対応すること。
４　労働者が条例第９条第１項の規定による申出をしたことを理由に、当該労働者に対し、解雇そ
　の他の不利益な取扱いをしないこと。
５　労働者に対し、条例の内容について周知を行うこと。
６　労働者の賃金水準の引上げに関する措置が講じられる場合は、下請契約等の請負契約金額
　の見直し、労働者の賃金の引上げ等について適切に対応すること。
７　市長等が行う施策に協力すること。



第１号様式（第５条関係） 

 

労働環境等報告要求書 

 

（記号番号）  

年  月  日  

 

 

（氏   名） 様 

 

津市長（又は津市上下水道事業管理者） （氏   名） 印  

 

 津市公契約条例第７条第１項の規定により、下記の内容について、報告を

求めます。 

記 

調 査 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 告 期 限 年  月  日  

 



第２号様式（第５条関係） 

 

労働環境等報告書 

 

年  月  日  

 

（宛先）津市長（又は津市上下水道事業管理者） 

 

                 所在地 

             報告者 事業者名 

                 代表者の役職・氏名 

             ※ 自署でない場合は、記名と押印が必要です。 

 

      年  月  日付け（記号番号）で報告の求めのありました下記

の内容について報告します。 

記 

調 査 内 容 

 

 

 

 

 

報 告 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第４号様式（第６条関係） 

 

是正措置命令書 

                  

（記号番号）  

             年  月  日  

 

（氏   名） 様 

                    

 津市長（又は津市上下水道事業管理者） （氏   名） 印  

                    

 下記のとおり
津市公契約条例の規定

誓 約 事 項      に違反していますので、津市公契約 

条例第８条第１項の規定により是正措置を講ずることを命じます。 

速やかに是正措置を講じ、当該措置の内容を報告してください。 

記 

対象工事・業務等

の 名 称 
 

違 反 の 内 容  

 

命 令 の 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報 告 期 限    年  月  日   

 



第５号様式（第６条関係） 

 

是正措置報告書 

                   

年  月  日  

                                                  

（宛先）津市長（又は津市上下水道事業管理者） 

 

                 所在地 

             報告者 事業者名 

                 代表者の役職・氏名 

           ※ 自署でない場合は、記名と押印が必要です。                      

年  月  日付け（記号番号）で是正措置命令のありました下

記の内容について、津市公契約条例第８条第２項の規定により、是正措置を

行いましたので、下記のとおり報告します。 

記 

措置日 

 

 

 

 

命令の内容 

 

 

 

 

是正措置の

内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第６号様式（第７条関係）                  

 

労働環境等申出書 

 

                    年  月  日  

 

（宛先）津市長 

                    

                   住  所 

申出者 氏  名 

                   連 絡 先 

              ※ 自署でない場合は、記名と押印が必要です。 

 

津市公契約条例第９条第１項の規定に基づき、下記のとおり申し出ます。 

記 

雇 用 事 業 者 名  

対象工事・業務等の名称  

公 契 約 従 事 期 間  

対 応 結 果 の 報 告 
該当するものに○を記載してください。 

① 希望する   ② 希望しない 

申   出   内  容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第７号様式（第７条関係） 

（記号番号）  

年  月  日  

 

労働環境等の申出に対する報告書 

 

（氏   名） 様 

                    

津市長（又は津市上下水道事業管理者） （氏   名） 印  

 

  津市公契約条例施行規則第７条第２項の規定に基づき、   年  月  

日に申出のありました内容について、下記のとおり対応しましたので報告し

ます。 

記 

 

申 出 内 容 

 

 

対 応 内 容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

津市公契約条例に関するお問い合わせ 

津市総務部調達契約課 

所在地：〒514-8611 三重県津市西丸之内 23 番 1号 

電 話：059-229-3121、059-229-3122 

ＦＡＸ：059-229-3333、059-229-3209 

メール：229-3121@city.tsu.lg.jp 


